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1.は じ め に

わが国の経済の高度成長期において,工 業は経済成長の中心的役割を果た してきたが,二 度

にわたる石油シ ョックを経て,現 在ではその産業構造を大きく変貌 させつつある。また,近 年

では,種 々の技術革新を背景 として従来 とは異なる立地動向を示すようになってお り,そ の動

向に応 じた政策のあ り方が求められている。

これまで現実の工業立地について,立 地形態の特徴や主要な立地要因との関連を実証的に分

析する試みは,主 として地理学の学問分野や実際の計画実務者によって行われてきた[1]。 従

来の研究事例 については,既 に経済地理学会によって詳細にレビューされているのでこれにつ

いては触れない[2]。 従来の研究内容は大別して,部 門別工業あるいは個々の工場の立地を対

象 とする場合 と,工 業地域などの特定地域を対象 とす る場合の2通 りがある。いずれの場合に

も,工 場の地域分布,地 域の発展過程,生 産や流通の形態などを実績データを用いて実証的に

分析し,工 業の立地 メカニズムや工業立地に伴な う地域の発展過程を検討することをね らいと

している。

本研究ではこれ らの分析 と同様 なね らいにもとついて,工 業立地動向に関する実証的分析を

行 う。具体的には,近 畿圏(滋 賀県 ・京都府 ・大阪府 ・兵庫県 ・奈良県 ・和歌山県の2府4県

の地域を指す)を 対象 として,通 産省による工場立地動向調査のデータを用いて,昭 和50年 以

降10年 間の工業立地の動向及び,工 業の立地要因の分析を行い,こ れらの結果にもとついて工

業立地のための条件整備における課題を検討する。
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2.分 析方法の概要と使用データ

2.1分 析方法の全体フロー

 本研究では,都 市圏の活性化に寄与すると思われる工業の立地環境を検討するために図1に

示す ような3つ の段階に分けて分析を進める。まず,第1段 階として,近 畿圏におげる工業活

動の立地動向に関する分析を行 う。次に,第2段 階 として各工業業種の立地を規定す る要因を

分析 し,最 後に第3段 階 として,第2段 階の結果 とあわせて,各 工場が現状の立地環境につい

て,ど のような評価を行っているかを明 らかにする。以下,各 段階において用いる分析方法を

説明する。

 ① 工業立地 に関す る現況分析[第1段 階]

 ここで,近 畿圏における工業の活動現況をふまえた上で,近 年の工場の立地件数を工場立地

動向調査に基づいて年次別,行 政区域別,工 場の属性別に集計することによ り,対 象地域内の

工業立地の特徴 とその構造変化を明らかにする。なお,集 計に際 しては,日 本標準産業分類に

よる製造業中分類21業 種で分類すると,業種によってはサンプル数が少な くなるものがあるた

め,業 種分類を一部集約している。

 ② 工業の立地要因分析[第2段 階]

 次に,現 況分析の結果を踏まえながら,各 工場の立地地域及び,立 地地点選定理由(以 下で

は,あ わせて立地選定理由ともよぶ。)を集計し,工 場の立地において企業側が,ど のよ うな要

因を重視 しているかを分析す ると共にそれら諸要因間の関連に言及する。

 また,先 端技術産業をはじめ として,近年 目覚ましい成長を遂げている工業業種を特 に注 目業

図1 本研究における分析 の全体 フロー
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種 として とりあげ,そ の立地要因の特徴について検討する。さらに立地選定理 由は,工場 の規模

によっても異なると考えられるので,こ こでは工場の規模 と立地選定理由との関連性 も分析する。

③ 工業の立地評価分析[第3段 階]

近畿圏内の主要 な工業団地をとりあげて,各 工業団地に立地 した工場の立地選定理由を集計

することにより,立 地条件に対す る評価についての分析を行 う。そして,こ の結果 と② の各工

業業種に関する立地要因の分析結果に基づいて,今 後の工場場用地整備のあり方を考察す る。

2.2使 用デー タについて

本分析で使用するデータは,通商産業省立地公害局が実施している工場立地動向調査であ り,

分析に際 しては,昭 和50年1月 から昭和59年12月 までの10年 間に,近 畿圏に立地 した工場

を対象 とする。全サンプル数は, 1769件 である。主要な調査項 目を表1に 示す。工場立地動向

調査は,工 場を建設することを 目的 として, 1000m2以 上の用地を取得 した事業所について,用

地売買の契約が成立 した時点で実施 される悉皆調査である。従って,調 査の対象は,各 企業が

工場を建設す る目的で新規に用地を取得した場合に限 られるため,工 場の新たな建設について

は把握が可能であるが工場の廃止を把握することはできない。また,こ の調査では,表1に 記

載の立地選定理由を3項 目までの複数回答方式で尋ねてお り,第2段 階の立地要因分析では,こ

の回答結果をデータとして使用す る。

表1　 工場立地動向調査 の主な内容
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3.工 業立地の現況分析

ここでは,昭 和50年 か ら,昭和59年 に至る10年 間に,近 畿圏に立地した工場を対象 として,

工業立地動向の特徴を分析する。

3.1府 県別 ・業種別 ・年次別の立地動向

まず,分 析期間の期首である昭和50年 の近畿圏における工業の活動状況をふまえるために工

業統計のデータを用いて表2を 作成した。 これによると,近 畿圏は工業全体で事業所数,出 荷

額 ともに全国の約2割 のシェアを持ち,繊 維,ゴ ム・皮革製品,鉄 鋼・非鉄金属,金 属製品,一

般機械器具製造業等の業種において高いシェアを占めている。また地域的に見 ると近畿圏全体

の うちの半数にのぼる工場が大阪府に立地 してお り,京 都,兵 庫をあわせると事業所数,出 荷

額 ともに近畿圏全体の85%に のぼる。各地域の対全国シェアの高い業種は京都 ・大阪の繊維,

奈良 ・和歌山の木材 ・家具,兵 庫のゴム ・皮革,大 阪の金属製品,一 般機械などであり,一 方,

大阪,兵 庫の電気 ・輸送 ・精密機械などはこれらの地域の産業集積 レベルからみるとかなり低

い対全国シェアを示 している。

昭和50～59年 の工場立地について,府 県 ・年次別,業 種 ・府県別および年次 ・業種別の集計

結果をそれぞれ表3,表4,表5に 示す。業種別では,近 畿圏全体では金属製品製造業が最も多

表2　 各府県の工業事業所数(()内 は出荷額)対 全国比

(各業種 ごと(%),昭 和50年)

(注) 工業統計表 よ り作成
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表3　 府県 ・年 次別の工場立地件数

表4　 業種 ・府県別の工場立地件数

く,食 料品,一 般機械製造業がこれに続いている。府県別では,兵 庫県が全体の約半数を占め,

次いで滋賀県,大 阪府,京 都府,奈 良県,和 歌山県の順に立地件数が多 く,こ の傾向は経年的

にそれほど大 きな変動はない。これに対 し年次別では,昭 和54年 を境にして立地件数が急増し

てお り,こ の前後で近畿圏における工場立地に何 らかの構造変化が生じたのではないかと思わ

れる。 これを明らかにするために昭和54年 以前とそれ以降について府県・業種別に工場の近畿

圏全体に対する立地率を各々求め,そ の変化を求めた。この結果を表6に 示すが,こ の表から

昭和54年 以降では京都の繊維,奈 良 ・和歌山の木材,兵 庫のゴム・皮革などの地場産業的な工

場の立地は相対的に減少 していることが明らかである。これに対 し,機 械型業種の立地率が全
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表5　 年次 ・業種別の工場立地件数

表6　 工場 の立地数変化か らみた昭和54年 前後の構造変化

(注) *大阪府の中でも大阪市につ いては立地率の経年的上昇 は見 られない

凡 例

○ 2.0≦ α(立 地率 が大 きく増加 した もの)

○ 1.2≦α≦1.9(立 地率が増加 した もの)
- 0 .9≦α≦1.1(立 地率がほ とんど変化 しなか った もの)

● 0.6≦ α≦0.8(立 地率が減少 した もの)

● α≦0.5(立 地率が大 きく減少 したもの)

＼ サンプル数不足のため判断で きず

但 し,α=(昭 和54～59年 における立地率)/(昭 和50～53年 における立地率)

立地率=(当 該府県 ・業種の立地工場数)/(近 畿圏に立地 した全工場数)

また α値は小数点以下2桁 目を四捨五入 している。
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図2　 市区町村別の工場立地件数(昭 和50～ 昭

和59)

般的に上昇しており,大 阪 ・兵庫で対全国シェ

アの低かった電気 ・輸送 ・精密機械についても

同様な傾向を示している。 これ ら立地工場の空

間的な分布は図2に 示す ように,大 阪市周辺部

と兵庫県の播磨灘沿岸部や,中 国縦貫 自動車道

及び,:滋賀県の国道1号 線沿いの市町村に集中

している。

3.2新 設 ・増設 ・移転別にみた立地動向

新設 ・増設 ・移転別の集計結果を表7に 示す。

この表では,分 析の便宜上,大 阪府を大阪市 と

大阪市を除 く大阪府の2地 域に分けて集計して

いるが,大 阪市を除 く大阪府では移転による立

地が特に多いことがわかる。その他の府県では,

滋賀県において新設による立地が多いほかは,各 地域共に新設 ・増設 ・移転の比率が似通 って

いる。続いて府県間の工場移転のOD表 を表8に 示す。近畿圏外からの移転はごく少数で,全

体の75%が 同一府県内での移転である。地域間移動に 目を移す と大阪市は大幅な流出超過を示

してお り,移転の流れは主に大阪市を除 く大阪府 と兵庫県に向いていることがわかる。また,滋

賀県 と兵庫県が流入超過を示 しているが,こ れらは主に大阪府か らの移転によるものである。大

阪市を起点 とす る工場移転に着 目すると,そ の移転先は図3の ように示され,主 として大阪市

の周辺地域,東 播磨地方,滋 賀県の国道1号 線沿いの地域であることがわかる。

3.3先 端技術産業に関する立地動向

ここでは,最 近着 目されている先端技術的な業種について,そ の立地動向を検討する。

現在,先 端技術産業 と呼ぼれる業種には,い くつかの分類方法が提案されているが,必 ず し

表7　 各府県 の新設 ・増設 ・移転工場別の工場立地件数
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表8　 工場の府県間のOD表

(注) 空欄は,立 地件数がゼ ロであることを示す。

図3　 大阪市か ら移転 した工場の立地先の市区

町村

も体系的に統一 された形で分類がなされている

とはいえない。本研究では表9に 示す ように,通

産省が定義する先端技術産業7業 種(日 本標準

産業分類における小分類レベル)に加え,「事務

用機械器具製造業」(細 分類),「 航空・同付属品

製造業」(小 分類)の2業 種 と,そ の出荷製品か

ら先端技術産業 と判断される 「その他の先端技

術産業」を工場単位で独 自に設定 し,先 端技術

産業の定義を行った。

表10～11に,集 計結果を示す。先端技術産業

は,昭和50年 代後半になって立地件数が伸びて

きているが,特 に昭和57年, 59年 の立地件数が

目立 って多 くなっている。業種別にみると,通

産省が定義 した7業 種が大半であ り,特 に半導

体・集積回路を製造する電子機器及び通信機器用部分品製造業が30件 と多 く,次 いで,フ ァイ

ンケ ミカルズの代表業種である医薬品製造業が25件 となっている。表11の 府県別では,兵 庫
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表9　 本研究における先端技術産業 の定義

(注) その他の先端産業には,以 下の ような業種の一部が含 まる。

有機化学工業製品製造業,一 般産業用機械・装置製造業,民 生用電機機械器具製

造業,自 動車 ・同付属部品製造業,玩 具 ・運動競技用 品製造業 など

表10　先端技術産業の年次別立地件数

表11　 先端技術産業の府県別立地件数
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県が,最 大の立地件数で近畿圏における立地件数の約37%を 占めてお り,特 に事務用機械器具

製造業,通 信機械器具・同関遠機械器具製造業などの業種において高いシェアを示 している。2

番 目に立地件数が多い滋賀県は,立 地件数全体の約3割 を占め,電 子応用装置,電 気計測機製

造業のシェァが高いのが特徴である。.次いで京都府が19件,15%の 立地を示 してお り,ベ ン

チャービジネスの盛んな京都の特徴を表わ しているといえよう。

4.工 業立地の要因分析

 工場立地動向調査では,表1に 示 した立地地域選定理由と立地地点選定理由のそれぞれにつ

いて・各立地工場からの回答を求めている。 ここではこの選定理由を集計することによって工

場が立地する際にどのような点を重視 しているかを分析する。まず全業種 ,各 業種に関 して立

地要因を分析 し要因間の関連についても検討を加える。つぎに今後の工業活動において重要な

役割を持つと考えられる業種群を注 目業種 として とりあげ,工 場の規模等を考慮した詳細な立

表12 業種 ・立地地域選定理由別の理由選択度
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地要因分析を行 う。なお,各 分析では各選定理由の選択率を(各選定理由の選択数)/(全 立地工

場数)で 定義す る。

4.1全 業種,各 業種 に関する立地要因分析

表12～13に 業種別の選定理由の集計結果を示す。まず,表12の 立地地域選定理由から全業

種では当該工場 と取引先 との近接性に関連 した 「市場への輸送の便」と 「取引企業への近接性」

の2つ の理由と 「地元である」,「県 ・市町村の助成協力」のように,立 地地域の行政体や,地

域的なつなが りを表わす理由に誌いて選択率が高 くなっている。表13の 立地地点選定理 由で

は,「輸送施設の便」,「地価」,「用地入手の容易さ」,「工業団地である」,「県 ・市町村の斡旋」

の各項 目が1重 視 されている。 これらの5項 目の うち,「地価」,「用地入手の容易さ」,「県・市

町村の斡旋」の各項 目は,用 地取得に関連してお り,「工業団地である」は,こ れ ら3つ め条件

が複合 した項 目であると考えることができる。工場立地においては,取 得面積が大 きくて種々

表13　 業種 ・立地地点選定理 由別の理由選択度
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の規制や誘導のもとで立地に関す る自由度が低いなどといった数多くの用地取得に関 しての制

約があるため,こ のような工場建設に係わる各項 目が,立 地地点選定理由 として重視されたも

の と考 えられ る。

各業種 ごとにみると,出 版 ・印刷,ゴ ム ・皮革,機 械系,繊 維系の業種において労働力関連

の要因の選択率が高 くなってお り,ま た窯業 ・土石,鉄 鋼 ・金属などの素材型の業種において

輸送条件が特に重視されていることがわかる。

次にこれら立地選定理由間の関連を見 るためにファイ係数(Φ)を 用いた。 ファイ係数は2変

数間の関連を示す指標でx2を カイ自乗値, Nを 総サンプル数 とすると

Φ=(x2/N)1/2 (1)

で求められ, 2変 数間の関連がない時は0の 値を示す。各立地選定理由間について求めた の係

数を表14に 示す。この表から明 らかなように立地地域選定理 由と立地地点選定理由の類似した

選定理由については φ係数が高 くなってお り,工場の立地場所の決定に際 して回答者が地域的

条件 と地点的条件を明確に区別する意識は低い と考 えられる。 ここでは の係数0.25以 上の類

表14　 立地地域,地 点選定理由項 目間の Φ 係数

(注) * Φ 係 数 が0.25以 上 であ る こ とを意 味 す る
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表15　 抽 出した立地選定要因一覧

(注) 複数の立地選 定理由か ら一つ の立地選定要 因

を選ぶ場合は,選択率の高い立地選定理 由を採

用 した。

似した立地点選定理由をとりまとめること

によって,表15に 示す13の 立地選定要因

を基本的な要因 として抽出す ることとし

た。

4.2注 目業種に関する立地要因分析

最近の産業動向では,第2次 産業に比較

して,第3次 産業が,そ のシェアを伸 ばし

つつあるが,第2次 産業の中でも素材型産

業から,高 次加工組立型,先 端技術産業へ

の移行が進んでお り,業 種構成が高度化し

つつある。 このような状況のもとで工場用

地の整備を行 うにあたっては,既 存の業種

分類にとらわれることなく,経 済的なパラ

ンスを考慮 しながら,地 域に応 じた将来性の高い工業の立地 しやすい環境を創造 してい くこと

が望まれ る。ここでは,今 後の地域の活性化 に大 きな影響を持つと思われる業種を「注 目業種」

として設定 し,そ の立地要因を分析する。

① 注 目業種の設定

注 目業種は,表9に 示 した先端技術産業10業 種 に,昭 和50～59年 において鉱工業生産指数

が高い値を示した業種を加えて設定する。鉱工業生産指数は,次 の式(2)に よって定義され,昭

和50年 基準の昭和59年 値が高い値を示 しているのは,表16に 示す22業 種である。また,表

中のウエイ トは基準年次の年平均品 目別月間付加価値額(=年 平均月間生産量 ×製品単位当 り

付加価値額)を 工業統計表,本 邦鉱業の趨勢 などによる年平均業種別月間付加価値額で調整し

て作成 している。 ここでいう製品単位当 りの付加価値額は工業統計表などか ら(年 平均製品単

価 ×付加価値率)で 計算 している。

ただし, q:生 産額, i:着 目する業種

0:基 準年次, t:比 較年次

以上の検討によ り,本 研究では表9の 先端技術産業10業 種 と,こ れ ら22業 種の和集合を注

目業種 とした。また,全 業種の うち,注 目業種でないものを,以 後 「一般業種」 と呼ぶ。以上

(2)
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表16　 鉱工業生産指数の特 に高い業種

(全国値, 50年 基準の59年 値)

のようにして設定 した注目業種のサンプル数は274で あ り,全 サンプル数1769の うち, 15.5%

を占めている。 また,こ の注目業種の立地状況を図4に 示す。

② 注 目業種の立地要因分析

注 目業種の立地選定要因に対する選択率 と,一 般業種平均の選択率を図5に 示す。 この図か

ら明 らかなように,注 目業種は,「労働力の確保」,「取引企業への近接性」,「県・市町村の助成

協力」,「工業団地である」などを,一 般業種 よりも多 く選択 しており,反 対に 「経営者等の個

人的な繋 り」,「輸送施設の便」,「港湾を利用できる」等の選択率は,一 般業種の選択率を下回っ

ている。 これらの傾向は,先 端技術産業を中心 とする優遇措置や,軽 量で付加価値の高い製品

を製造する場合が多いとい う注 目業種の特徴が,選 定理由に反映 された結果 と考えることがで

きる。以下,注 目業種の選択率が一般業種の平均値 よりも特に高い値を示している 「労働力の

確保」 と,「県・市町村の助成協力」の各要因を選択 している工場をとりあげ,そ の内容につい
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図4　 近畿圏における注 目業種 の立地状況 図5　 立地選定理 由の選択率(注 目業種 と一般

業種 との比較)

て,詳 細な分析を行 う。

a)労 働力の確保について

古典的な立地論 において,労 働力指向型の工業の代表例 として繊維工業があげられていた よ

うに,労 働生産性の低い軽工業では「労働力の確保」が,重 要な立地要因となる場合が多い。 し

かし,こ こで注 目業種が労働力条件を重視するのはこれとは別の理由をあわせもつもの と考え

られる。それを明らかにす るために 「労働力の確保」を,選 定理由として選んだサンプルを抜

き出し,注 目業種 と一般業種について,「労働力の主体 となる地場雇用者の年齢」,「労働力の主

体 となる地場雇用者の学歴」を集計 し,そ れぞれ,図6,図7に 示す ような比較を行った。これ

らの図か ら,注 目業種は,一 般業種 と比較 して若年の,し かも高学歴の労働力を求めているこ

とがわか り,質 の高い労働力の確保が重要 な要因となっていることが把握できる。

b)「 県 ・市町村の助成協力」について

図8は,何 らかの助成制度が実施されている地域別に,立 地 した工場が立地選定理由として,

「県・市町村の助成協力」を選択 した割合を示 した ものである。 この図から,各 種助成が複合的

に効いて きていると考えられる工場適地,工 業団地において,助 成を立地選定理由に選んでい

るものが全業種,注 目業種 ともに多いことがわかる。また,図9に 新設工場だけを抜 き出して

同様の図を示 したが,新 設工場の場合はほぼ全地域にわたって注 目業種の選択率が高 くなって

いることが明らかである。特に工業再配置法における誘導地域において,注 目業種の選択率は

非常に高 くなっており,工 業再配置制度における補助金 と立地 との関連が考えられる。また,こ
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図6　 主体 とな る地場雇用者の学歴(注 目業種

と一般業種 との比較)

図7　 主体 となる地場雇用者の年齢(注 目業種

と一般業種 との比較)

図8　 各助成制度実施地域での,要 因 「県 ・市町

村の助成協力」 の選択 率

(注 目業種 と一般業種 との比較)

図9　 各助成制度実施地域における新設工場の,

要因 「県 ・市 町村の助成協力」 の選択 率

(注 目業種 と一般業種 との比較)

(注1)都 市開発区域 「近畿圏整備法」第2条、第12条に基づく都市開発区域

(注2)近 郊整備区域 「近畿圏整備法」第2条、第11条に基づく近郊整備区域

(注3)工 特 地 域 「工業整備特別地域整備促進法」第2条 に基づ く工業整備特別地域

(注4)農 村 地 域 「農村地域工業導入促進法」第2条、「同法施行令」第1～3条に基づく「農工地区を設定
で きる市町の区域

(注5) 誘 導 地 域 「工業再配置促進法」第2条、「同法施行令」第2～3条に基づ く誘導地域
(工業集積の少 ない地域)

(注6) 工 場 適 地 「工場立地満 第2条に基づ くエ場適地(各市町内で同法に基づ き、
計画的に工業を導入する地区と指定 された区域)

の分析結果は土地供給主体である自治体が,な るべ く成長力のある工業を立地 させようとす る

選別意識のあらわれ としてとらえることもできる。

次に図10～11に 工場規模 と立地選定要因の関係を示す。ここで工場の規模の指標 としてとり

あげたのは,純 設備投資額(設 備投資額から用地取得費を差 し引いたもの)と,当 該工場の従

業者数の2つ をとりあげている。全体的に注 目業種が一般業種 よりも規模が大 きく,ま た規模

の違いに応 じて選ばれた立地選定要因 も異なっていることがわかる。特に 「県・市町村の助成」

を選んでいる工場には純設備投資額の大 きい工場が多 く,「地元である」は従業者数の多い工場

によって重視 されている。また注 目業種の場合,「 取引企業への近接性」を選択 している工場は

一般業種 と比較すると相対的に小さな規模 となっている。
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図10　 注 目業種における工場規模 と立地選定要因の関係

図11　 一般業種における工場規模 と立地選定要 因の関係

5.工 業の立地評価分析

本節では,近 畿圏における工業の立地条件に対する評価を検討する。この際,近 畿圏内にお

いて立地条件が明 らかな工業団地をとりあげ,各 工業団地 ごとに各立地選定要因の選択率を求

め,立 地条件がどのように評価されているかを分析,考 察す る。

工業の立地は大別 して,工 業団地への立地 と,単 独立地 としての工場適地,農 工導入地区,あ

るいはそれ ら以外の地区への立地に分けられ,各 々,立 地のための手続きが異なる。また,多

くの工業団地では,用 ・排水及び電力 ・道路等の付帯条件までを整備して分譲 してお り,企 業

にとっては重要 な工場建設候補地 となっている。工場立地動向調査の集計結果によると,近 畿

圏では,昭 和50～59年 の10年 間に624件 の工場が,工 業団地に立地してお り,こ れは,全 サ
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表17　 とりあげた工業団地の属性

図12　 とりあげた工業団地の位置

ンプルの35.3%を 占めている。本分析ではこれ

ら工業団地の うち,立 地条件に関するデータが

得 られてお り,し かも工場立地動向調査におい

てある程度のサンプル数が得 られている6つ の

工業団地をとりあげた。各工業団地の特徴を表

17,ま た空間的な位置を図12に 示す。

ここでは立地選定要因の中から高い選択率が

示 された 「労働力の確保」,「県 ・市町村の助成

協力」,「地元である」,「輸送施設の便」,「地価」,

「用地入手の容易さ」の六つの要因について分析 した結果を考察す る。なお,「工業団地である」

とい う選定理 由は,選 択率が高かったが,対 象工場がすべて工業団地内に立地 しているため除

外することとした。図13(そ の1)～(そ の6)に 各工業団地に立地 した工場による項 目別選択率

をレーダーチャー トとして示す。

まず,都 市近郊の臨海型工業団地である堺 ・泉北,鳴 尾の各立地工場は 「輸送施設の便」を

高 く評価 しているのに対 し,高 地価に対 しては低い評価 にとどまっている。 これに対 し都心か

ら社会的な要請によって移転 してきた工場の割合が高い富田林,西 神の郊外型内陸工業団地で

は,「 自治体の助成」や,移 転 しても旧来の他企業,従 業者 との関係を維持できる「地元である」

という要因に対 し高い評価がなされている。 さらに都市から離れた工業団地の例 として福崎 と

長 田野の各団地をあげたが,中 国縦貫自動車道に隣接 した福崎が 「輸送施設の便」を評価して

いるのに対 し,地 方中核都市福知山に隣接する長田野は地方における 「労働力の確保」 と低い

「地価」を高 く評価 しているのが特徴的である。

6.お わ り に

本研究では,近 畿圏における工業立地について,立 地動向,立 地要因,立 地評価の3つ の観

点か ら分析を行 った。そこで得 られた結果を工業立地条件の整備 とい う点から考察す ると,今
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図13 各工業団地における立地選定理由の選択率

後留意すべき主要な点は,次 のようにまとめられる。

 (i) 立地動向の分析結果から,近 畿圏の各地域において集積の高かった旧来の地場産業的

な業種は,立 地ベースにおいて全般的にその比重を落しつつある。 このような産業構造の変革

が進みつつあることを認識 し,地 域の既存の産業集積を活か した形で基盤整備をおこなってゆ

く必要がある。

 (ii) 立地要因分析より,注 目業種においては一般業種よりも労働力の質が重視 されると共

に,① 税制上の助成措置,② 補助金,奨 励金の提供,③ 資金の融資,な どといった自治体の

助成が大 きな ウエイ トを占めていることが明らかになった。 このことから用地や施設 などの

ハー ド面の整備のみならず,ソ フ ト面での整備も重要であるといえる。
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(iii)立 地評価分析か ら各立地条件の特性に応 じて立地する工場の評価も大 きく異なること

が明 らかになった。すべての立地条件について理想的な工場用地を整備していくのは一般には

困難であ り,望 ましい地域計画を効率的に実現していくためには,工 業立地のための条件整備

を含めた一定の計画的な公共投資が必要であると考えられる。

また,残 された検討課題 として,立 地に際 して工場は地域的な立地要因と地点的な立地要因

を明確に区別 して判断していると必ず しもいえない ことが分析結果から明らかになったため,

立地要因をさらに異なった角度からとらえることが今後必要であると思われる。例えば,こ れ

らの諸要因のなかで どれが必要条件,ま た十分条件になっているかについての調査を行ってい

くことが考えられる。また,用 いることのできなかった工場の廃止に関す るデータについて も

併せて整備を行い,総 合的な分析を行 う必要がある。

最後に,本 研究を進めるにあたって研究協力 と貴重な助言をいただいた岡山大学の阿部宏史

助手 と,分 析作業に協力いただいた京都大学大学院の廣瀬義伸氏に感謝の意を表 します。また,

分析に際して貴重なデータの閲覧を許可 していただいた,通 商産業省近畿通商産業局にも謝意

を表わ します。
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The Recent Trend of Industrial Location and its Locational

 Requirements in the Kinki Region

Kozo AMANO, Tsunekazu TODA, Mamoru TANIGUCHI

(Kyoto University)

Industrial sectors had an important role to lead the rapid growth of Japanese 

economy in 1960s. However, the industrial structure has changed drastically since 

two oil crises in 1970s, which brings different locational trend accelerated by various 

technology revolutions.

The aim of this study is to analyse the trend of industrial location in a decade 

(1975-85) and various factors for industrial relocation using the data of the Kinki 

region collected by the Ministry of International Trade and Industry. Locational 

requirements for industrial location are examined considering the results of these 

analyses. In particular the analysis of some industrial sectors which show remarkable 

high growth such as high-technology industries is emphasized and the relation between 

factory size and location factors is also examined.

The major results of this study are summarized as follows:

(1) The analysis of locational trend has made it clear that the weight of conven

tional and local industries is decreasing and the industrial structure is changing 

drastically, which requires the change of regional policy fitting to recent industrial 

tendency.

(2) In the analysis of locational factors it has been clarified that some highly

growing industries attach importance to the quality of labour and encouragement by 

local goverment compaired with other industries. Therefore, the promotion of these 

factors is very important as well as other policies such as provisions of land and 

various facilities.

(3) This study has also clarified that the evaluation of locational factors depends 

upon the type and size of factories, which means that it is not easy to satisfy every 

requirements by respective factory at the same time. Therefore, the comprehensive 

regional plan to settle each factory in its appropriate place considering respective 

locational preference is required.


